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　「避難行動要支援者支援事業」とは、災害発生時、自力で避難することが
困難な人（避難行動要支援者）が逃げやすくなるよう、近所の人が声かけ
をするなど、最も身近にいる地域の人にできる範囲での支え合いをしても
らうものです。
　この事業を進めていくため、市では、「避難行動要支援者名簿」を作り、
自治会を単位とする自主防災組織、民生委員児童委員、消防機関に情報の
提供をします。
　対象者には、５月上旬
に市から名簿登録申請書
を送付します（平成26年
度に案内を送付した人に
は送りません）。自力（家
族からの助力も含む）で
の避難が難しく、地域の
人々からの避難の声かけ
などをお願いしたいとい
う人は申請書を市へ提出
してください。

災害時に声かけを！ 助け合おう避難行動要支援者支援事業
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■問い合わせ先　地域安全課　☎（36）5050

宗像市

要支援者

避難支援等関係者 名簿作成

登録

▽災害時の
　避難支援
▽日頃からの
　支援体制づくり

情報の
提供

　次のいずれかに該当する自力での避難が難しい人
①介護保険の要介護３以上の認定を受けている
②身体障害者手帳１級か２級の交付を受けている
③療育手帳Ａ判定の交付を受けている
④65歳以上の高齢者で一人暮らしか高齢者のみの世帯に属
する
＊①〜④に該当しない人でも、自力での避難が難しい人は
登録できます（日中独居など）

名簿登録対象

申込締切日
５月31日（日）消印有効

注意事項
▽名簿登録は強制ではありま
せん。登録を希望する人の
み申請書の返送を
▽名簿に登録したからといっ
て、必ず声かけや避難の支
援をしてもらえるとは限り
ません。市や行政機関から
の支援が優先的に受けられ

るものでもありません
▽名簿登録申請は、今回の案
内以外でも支援が必要に
なったときに随時申請する
ことができます
▽この名簿は災害時の避難支
援など以外の目的では使用
しません

■
申
込
先

環
境
課

☎
（
36
）
１
４
２
１

●
貸
付
金
　
入
校
支
度
金
、
修

学
資
金

●
対
象
　
技
能
習
得
の
た
め
に

専
修
学
校
な
ど
に
修
学
す

る
、
経
済
的
な
理
由
で
修
学

が
困
難
な
生
徒
で
、
次
の
①

か
②
に
当
て
は
ま
る
市
民

①
平
成
27
年
３
月
に
中
学
校
か

市
若
年
者
専
修
学
校
等

技
能
習
得
資
金
を

貸
し
付
け
ま
す

高
校
を
卒
業
し
た
人

②
平
成
26
年
度
中
に
高
校
を
中

退
し
た
人

●
受
付
期
間

▽
４
月
入
校
生
＝
５
月
18
日

（
月
）
ま
で

▽
９
月
入
校
生
＝
９
月
25
日

（
金
）
ま
で

＊
対
象
校
な
ど
は
問
い
合
わ
せ

を
■
問
い
合
わ
せ
先

　
教
育
政
策
課

　
☎
（
36
）
５
０
９
９

ふ
る
さ
と
寄
附
を

拡
充
し
ま
し
た

　
４
月
１
日
か
ら
、
ふ
る
さ
と

寄
附
へ
の
お
礼
の
品
と
し
て
、

市
の
Ｐ
Ｒ
と
市
内
産
業
の
活
性

化
を
目
的
に
、
市
の
特
産
品
を

送
付
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に

よ
る
寄
附
申
込
受
付
、
ク
レ

ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ
る
寄
附
も

可
能
に
な
り
ま
し
た
。

　
い
た
だ
い
た
寄
附
は
、
市
の

発
展
の
た
め
に
活
用
し
ま
す
。

市
外
の
知
り
合
い
の
人
に
、
ぜ

ひ
お
知
ら
せ
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ
先

財
政
課

☎
（
36
）
１
１
０
４

民間事業者と連携
都市再生事業の具体化へ

　市では、日の里や自由ヶ
丘に代表される住宅団地の
再生に向け、有識者や民間
事業者を交えた「都市再生
プロジェクト専門家会議」
を立ち上げ、昨年８月から
４回にわたって議論を深め
てきました。同専門家会議
で出された意見やアイデア
は都市再生事業に関する提
言書として取りまとめられ、
３月10日、谷井市長へ提出されました。
　さらに同日、会議に参加した５事業者と連携協定を結び、今後も連携・
協力を深めて本市での都市再生の推進に取り組んでいくこととしました。

【提言された主なプラン】
▽空き家を改修してリフォームの展示場として運用
▽ＵＲ団地の空き店舗などを利用して教養・作法など女子大学生向けの講
座を開講

▽パーク・アンド・ライドの拠点づくり
▽市限定住宅ローン特別金利優遇制度の創出（実施中）
■問い合わせ先　秘書政策課定住化推進担当　☎（36）1284

醇建築まちづくり研究所、積水ハウス、西日
本鉄道、福岡銀行、都市再生機構（ＵＲ）九
州支社、谷井市長（右から）


